
設　立　後２年間の事業計画
１　初年度（　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日：　　　か月）

２　次年度（　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日）
備考

　(1)　当該年度に行おうとする建物増改築計画、物品購入計画、病床計画、資金及び債務の弁済計画、職員採用計画等を箇条書きすること。

　(2)　収支予算書と一致させること。
設立後２年間の収支予算書
１　収入予算額総括表（法人全体）
（単位：千円）

	科　　　　　目
	初　　年　　度
	次　　年　　度
	対事業収益比（％）

	
	
	
	初年度
	次年度

	事業収益
　本部事業

　病院事業

　診療所事業

　介護老人保健施設事業

　附帯事業

　　○○事業

事業外収益
借入金
拠出金
前年度繰越金
	
	
	100.0
	100.0

	計
	
	
	
	


２　支出予算額総括表（法人全体）
（単位：千円）

	科　　　　　目
	初　　年　　度
	次　　年　　度
	対事業収益比（％）

	
	
	
	初年度
	次年度

	事業費用
　本部事業

　病院事業

　診療所事業

　介護老人保健施設事業

　附帯事業

　　○○事業

事業外費用
施設整備費
設備整備費
借入元金返済

法人税等
翌年度繰越金
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


３　病院（診療所）事業
　初（次）年度（　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日）

（単位：人）
	
	１日平均
	１ヶ月平均
	１　　　　　年

	入院患者数
	
	
	

	外来患者数
	
	
	


備考　入院患者数（１年）＝入院患者数（１日平均）×３６５（３６６）日
　　　外来患者数（１年）＝外来患者数（１ヶ月平均）×１２
（収　　入）
（単位：千円）
	科　　　　　目
	金　　　　　額
	内　　　容　　　説　　　明

	医業収益
　入院収益
　　自費収益
　　社会保険等収益
　　室料差額収益
　外来収益
　　自費収益
　　社会保険等収益
　その他
医業外収益
　受取利息
　その他
借入金
拠出金
（前年度繰越金）
	
	平均　　　　　円×年間　　　　人

平均　　　　　円×年間　　　　人

平均　　　　　円×年間　　　　人

平均　　　　　円×年間　　　　人

平均　　　　　円×年間　　　　人

預託金の利息

従業員、付添人などの給食収入等

銀行などからの借入金



	計
	
	


備考
　(1)　施設ごとに作成すること。
　(2)　事業計画と一致させること。
　(3)　自賠法及び労災法による診療収益は、自費収益に入れること。
　(4)　収益については、初年度は拠出金があるが、次年度にはこれがなく（拠出があれば別）、代わりに前年度繰越金が入る。
　(5)　資金の範囲は、原則として現金、預金及び短期金銭債権債務とする。
　(6)　収入・支出とも必要に応じ加除して差し支えない。
　(7)　初年度・次年度の２年度分必要である。
（支　　出）

（単位：千円）
	科　　　　　目
	金　　　　　額
	内　　　容　　　説　　　明

	医業費用
　給与費
　　職員給与
　　退職金
　　法定福利費
　材料費
　　医薬品費
　　給食用材料費
　　診療材料費
　　医療消耗備品費

　経費
　　福利厚生費
　　旅費交通費
　　職員被服費
　　通信費
　　消耗品費
　　会議費
　　光熱水費
　　修繕費
　　賃借料
　　保険料
　　交際費
　　租税公課
　　その他
　委託費
　研究研修費
　本部費
　役員報酬
医業外費用
　支払利息
　その他
施設整備費
設備整備費
借入元金返済
法人税等
翌年度繰越金
	
	（内訳別紙）
福利施設負担額など法定外福利費

業務のための出張旅費

従業員に支給又は貸与する白衣等

電話料、郵便料金等

事務用品費等
諸会議費等
電気料、ガス料、水道料、重油代等
有形固定資産の修繕料

土地、建物等の賃借料、設備、器械の使用料等
火災保険料等
接待費及び慶弔など交際に要する費用
固定資産税等税法上損金算入されるもの等
委託した業務の対価としての費用
学会、講習会等の費用
病院（診療所）の負担に属する本部費用
病院（診療所）の負担に属する役員報酬（内訳別紙）


	計
	
	


４　介護老人保健施設事業

　初（次）年度（　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日）

（単位：人）
	
	１日平均
	１ヶ月平均
	１　　　　　年

	入所者数
	
	
	

	通所者数
	
	
	


備考　入所者数（１年）＝入所者数（１日平均）×３６５（３６６）日

　　　通所者数（１年）＝通所者数（１ヶ月平均）×１２

（収　　入）

（単位：千円）

	科　　　　　目
	金　　　　　額
	内　　　容　　　説　　　明

	施設運営事業収益
　入所者施設療養費収益
　デイ・ケア施設療養費収益
室料差額収益
　入所者利用料収益
　通所者等利用料収益
　その他
施設運営事業外収益
　受取利息
　その他
借入金
拠出金
（前年度繰越金）
	
	平均　　　　　円×年間　　　　人

平均　　　　　円×年間　　　　人

平均　　　　　円×年間　　　　人

平均　　　　　円×年間　　　　人

平均　　　　　円×年間　　　　人

預託金の利息

従業員、付添人などの給食収入等

銀行などからの借入金

	計
	
	


備考

　(1)　施設ごとに作成すること。
　(2)　事業計画と一致させること。
　(3)　収入については、初年度は拠出金があるが、次年度にはこれがなく（出資があれば別）、代わりに前年度繰越金が入る。
　(4)　資金の範囲は、原則として現金、預金及び短期金銭債権債務とする。
　(5)　収入・支出とも必要に応じ加除して差し支えない。
　(6)　初年度・次年度の２年度分必要である。
（支　　出）

（単位：千円）
	科　　　　　目
	金　　　　　額
	内　　　容　　　説　　　明

	施設運営事業費用
　給与費
　　職員給与
　　退職金
　　法定福利費
　材料費
　　医薬品費
　　給食用材料費
　　施設療養材料費
施設療養消耗備品費

　経費
　　福利厚生費
　　旅費交通費
　　職員被服費
　　通信費
　　消耗品費
　　会議費
　　光熱水費
　　修繕費
　　賃借料
　　保険料
　　交際費
　　租税公課
　　その他
　委託費
　研究研修費
　本部費
　役員報酬
施設運営事業外費用
　支払利息
　その他
施設整備費
設備整備費
借入元金返済
法人税等
翌年度繰越金
	
	（内訳別紙）

福利施設負担額など法定外福利費

業務のための出張旅費

従業員に支給又は貸与する白衣等

電話料、郵便料金等

事務用品費等

諸会議費等

電気料、ガス料、水道料、重油代等

有形固定資産の修繕料

土地、建物等の賃借料、設備、器械の使用料等

火災保険料等

接待費及び慶弔など交際に要する費用

固定資産税等税法上損金算入されるもの等

委託した業務の対価としての費用

学会、講習会等の費用

介護老人保健施設の負担に属する本部費用

介護老人保健施設の負担に属する役員報酬



	計
	
	


職員給与費内訳書
初（次）年度（　　年　　月　　日～　　年　　月　　日）
（単位：千円）
	職　　　種
	常　勤（人）
	１人当たり

の月額給与
	月額給与計
	年額給与計
	年間賞与
	年間計

	
	非常勤（人）
	
	
	
	
	

	
	　計　（人）
	
	
	
	
	

	医　　　師
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	歯科医師
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	薬剤師
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	看護師
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	准看護師
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	助産師
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	栄養士
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	・

・

・
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	


備考

　(1)　職種は、前記の「開設しようとする病院（診療所・介護老人保健施設・附帯業務事業所）の概要」の「職員数」の「職種」の区分によること。
　(2)　１人当たりの月額給与は、月額給与計を人数で除したものでもよい。
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